	倉庫業（平成29年４～６月期）


入出庫は低下基調で推移していたが、平成29年１～５月期では、２月の出庫を除き、前年同月比を上回っている。各社ともコストアップ要因を抱えつつも、収益は確保できているが、今後の見通しは楽観できないとする企業が多い。

業界の概要

倉庫業は、普通倉庫、冷蔵倉庫、水面倉庫の３つに大別される。
　普通倉庫は、農業、鉱業、製造業など幅広い産業の貨物を常温あるいは定温で保管する倉庫である。普通倉庫は、物品に求められる耐火・耐水などの構造基準により１類、２類、３類といった種類がある。そして、柵や区画に囲まれただけの野積倉庫、飼料サイロなどを保管する貯蔵槽倉庫、そして危険物倉庫といったものに分類される。また、家財、美術骨董品、ピアノ、書籍など個人の財産を保管する倉庫であるトランクルームという形態もある。
　冷蔵倉庫（10℃以下）は、食肉や水産物、冷凍食品などを保管するもので、物品を保管適切な温度によってＦ１～４級、Ｃ１～３級にさらに区分される。

水面倉庫とは、原木を水中に浸したまま保管する形態の倉庫である。

倉庫業の主な業務は貨物の保管と入出庫に伴う荷役であり、倉庫料金は基本的に保管料と荷役料で構成される。また、多くの業者は倉庫業に付随して商品に値札をつけるといった流通加工業務を行っており、輸出入貨物を取り扱う業者で通関業務を請け負ったりすることもある。
倉庫業は、平成14年の倉庫業法改正で許可制から登録制に変更され、参入規制が緩和された。料金制度もそれまでの事前届出制から事後届出制に変更され、料金設定が自由化している。
大阪の地位

　大阪における倉庫業の歴史は、江戸時代の蔵屋敷にある。蔵屋敷は、物資の集散地点であり、各藩の米や各地の物品の販売が行われた。明治に入り、蔵屋敷が廃止されると保管機能としての倉庫業が営まれるようになった。

現在では、交通事情の変化などにより、大阪府内では茨木・高槻など内陸地域のインターチェンジ付近、大阪港、堺泉北港などの港頭地区といった交通の要衝に事業所が多く立地している。
また近年では、倉庫業者ではない外資系不動産開発会社等がベイエリアや内陸部に大規模な物流施設を建設するケースも見られるようになっている。

　26年における大阪の倉庫業の事業所数は1,160（対全国比11.2％）で全国第１位、従業者数は18,797人（同9.5％）で第３位の規模である（総務省『平成26年経済センサス　基礎調査』）。事業所のうち９割以上は従業者数49人を下回る中小規模事業所で、大規模事業所はごく一部である。
大阪で取扱いの多い品目は、「雑品」、「その他の日用品」、「その他の化学工業品」の取扱いが多い（29年5月分実績、数量ベース、大阪倉庫協会調べ）。
大阪に立地する事業所は、普通倉庫を主として営むところが多い。以下、普通倉庫の動向を中心にみていく。
入庫、出庫高は堅調
26年以降、入出庫量は減少基調で推移していたが、29年に入って、１～５月期では、２月の出庫を除き、入出庫量が対前年比を上回って推移している。
ただ、各社ヒアリングでは、対前年を上回っているという実感には乏しく、景況が良かったり悪かったりとまちまちである。
収益は確保
倉庫業者の収入である保管料収入は、保管残高が増加すれば収入増が見込まれるものである。そして、荷役料は荷物の出し入れの作業に伴うものである。
各社ヒアリングでは、保管料、荷役料は、横ばいの傾向にあるとする回答が多く、収益は確保できているとしていた。
最近では、パート等の人件費コストや配送コストが上昇する傾向にあり、荷主に対して、費用増加分を転嫁している事例もあったが、物流コスト削減を重視する荷主との折り合いがつかず、上乗せ分できているケースは一部に止まっていた。
いずれにせよ、業界では、コスト上昇への対応として、コスト管理を厳格に行っているケースが多く見られた。営業車両では、アイドリングストップによる配送コスト削減に取り組んでいる事例や、倉庫作業の作業人員のシフトを朝、昼、夜と３段階に編成し弾力的に運用し、作業を一定時間に終了することで、人件費の高騰に対応している事例が見られた。
不足感のある人員状況

各社でのヒアリングによれば、採用状況は、収益の関係を考慮してとするケースが複数あったものの、中途、新卒どちらかで正社員を採用している事例が多い。また、今夏の賞与を支給しないとするケースは見られなかった。そのため、雇用環境は好転している。
ただ、業務量に対する人員は不足とする企業が多い。そのため、業務が多忙になり、人員が不足気味になると、担当職員の残業だけでなく、事務方の職員も倉庫作業を応援するとったものや、パートや派遣労働者といった非正規採用によって、労働力の不足をカバーしているケースが多く見られた。
ニーズにあった働き方改革

倉庫業は、荷物の仕分け等の業務があり、ある程度の人員が必要である。多様な人員の雇用に伴い、一人ひとりのニーズに応じた働き方改革にも対応する機運が見られた。

パートや派遣労働者の不足に対応するべく、自社倉庫の近隣に居住する高齢者の労働力を活用するなどシルバー人材を登用したり、若年層に対して昇給カーブを厚くし、若年社員の定着を促すケースもあった。

また、土日週休２日を採用している企業や、自社倉庫まで送迎バスの導入を検討しているケースも見られ、働きやすい企業環境の整備に取り組んでいる事例もあった。

設備投資は堅調

倉庫業者では、ひとつの倉庫を処分して、別の地に移るという更新投資が中心であるものの、ハード面の設備投資を行っているケースも見られる等、一部に動きがあった。そして、倉庫内に設置している自動仕分け機や温度管理のための空調等、機械設備において実施している企業もあった。
また、荷主だけでなく、メーカー等にも対応したシステム投資を行っている企業もあるように、ソフト面の設備投資も実施している。

確かに、ハードものの設備投資は、維持補修程度で、金額も減価償却内にとどめ、倉庫が満庫になると、新たに倉庫を建てず、同業者を活用するという企業もあった。これは、大掛かりな設備投資をするほど、収益面の見通しを立てづらく、移転した場合、労働者を確保できる立地かどうか等の要因を考慮する必要があるからであった。
ただ、設備投資そのものは、金額の多寡はあるものの、ハード、ソフトどちらかは、各社何らかの形で行っている状況にある。

今後の見通しは楽観できない
海外生産や人口の減少により、各社とも倉庫業を取り巻く環境が急激に好転するとは考えてはおらず、今後の見通しは楽観的なものではない。

そのため、各社は様々な取引額の拡大に向けた取組策を講じている。例えば、得意分野以外の荷主の開拓に注力することや、小口の顧客の獲得を目指すことで収益の安定化を目指すケースや荷主に対して運送機能も付加することで、荷主に対して利便性を高めた提案やその実施に取り組む事例もあった。

また、荷主に成り代わって、他社が保有する倉庫を探し、それを提供することで収益獲得を行っている企業や温度管理を厳格にした保管方法や、付加価値の高い品物の保管で荷主を確保している場合もあった。
このように各社は自社の経営資源を活用して、新たなビジネスチャンスへの対応に努めている。
（山本　桂宏）
※前回の調査時期は、平成26年４～６月期
	表１　倉庫業の状況

	
	事業所数
	従業者数

	大阪府
	1,160
	（11.2）
	18,797
	（9.5）

	東京都
	1,017
	（9.8）
	28,189
	（14.3）

	埼玉県
	938
	（9.1）
	21,150
	（10.7）

	神奈川県
	818
	（7.9）
	17,443
	（8.8）

	愛知県
	759
	（7.3）
	14,761
	（7.5）

	全国
	10,351
	（100.0）
	197,591
	（100.0）

	資料：総務省『平成26年経済センサス　基礎調査』

	（注）　（ ）内は、対全国シェア（単位：％）。
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回転率

（％）

平成26年 1,120（93.4） 1,120（94.0） 1,844（97.8） 720,258（100.9） 60.8

27年 1,025（91.6） 1,028（92.0） 1,864（101.2） 738,800（102.7） 55.0

28年 980（95.8） 982（95.7） 1,834（98.4） 742,409（100.5） 53.5

29年1-5月平均 985（103.9） 964（101.9） 1,849（101.6） 785,917（108.1） 53.0

28年6月 1,000（96.7） 999（96.6） 1,813（96.9） 730,857（98.5） 55.2

7月 1,055（98.9） 1,004（96.6） 1,864（98.2） 760,264（98.5） 56.0

8月 969（101.7） 955（98.3） 1,878（100.0） 768,014（98.3） 51.4

9月 998（102.8） 1,012（100.4） 1,865（101.2） 764,885（102.3） 53.7

10月 1,025（96.9） 994（93.7） 1,896（103.1） 762,000（101.1） 53.7

11月 974（101.0） 1,038（106.5） 1,832（100.1） 749,869（99.8） 54.0

12月 1,005（95.8） 1,068（98.9） 1,769（98.4） 736,262（99.8） 57.6

29年1月 918（102.3） 874（101.1） 1,813（99.0） 771,772（104.1） 50.0

2月 937（100.7） 883（96.8） 1,867（100.9） 778,574（104.2） 49.5

3月 1,073（106.1） 1,087（102.6） 1,852（102.8） 781,533（109.8） 58.1

4月 1,013（102.7） 1,026（103.9） 1,840（102.1） 787,215（110.1） 55.2

5月 984（107.7） 950（105.3） 1,874（103.4） 810,490（112.3） 52.1

資料：大阪倉庫協会（普通倉庫、大阪倉庫協会会員分）

（注）　入庫、出庫、保管残高の（ ）内は、前年同月比（単位：％）。

回転率＝（入庫高+出庫高）÷（前月末残高+当月末残高）×100



入庫高 出庫高 保管残高

数量（千トン） 数量（千トン） 数量（千トン） 金額（百万円）
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